
1. 序

　耐震壁の中間部材は，単独の柱や梁と異なり，

壁板からのせん断応力のほかせん断ひび割れに

伴う壁板の膨張による拘束応力が作用する。せ

ん断ひび割れが発生した後の壁板を直交異方性

弾性板と仮定した耐震壁に関する応力解析によ

れば，中間部材には側部材でみられるようなせ

ん断ひび割れの進展・続発によって生じるせん

断力の集中はない。ひび割れの進展・続発によ

る異方性が進行しても中間部材のせん断力は，

壁板に生じる単位長さ当たりのせん断力とほぼ

同じ程度のせん断力が生じることが指摘されて

いる 1)。しかし，中間部材は，壁筋と同様にせん

断ひび割れの発生に伴う壁板の膨張を拘束する

役目をしていることから，中間部材には主とし

て拘束反力による大きな軸方向引張力が生じる。

　耐震壁付帯ラーメン中間部材の応力が再現で

きる要素試験体を用いて行ったせん断実験によ

れば，中間部材のせん断強度は，主筋強度に最

も影響を受け，あばら筋には主筋ほどの効果が

みられず，せん断強度を大きくするには主筋強

度（=agσyg，ag：主筋総断面積，σyg：主筋降伏点

強度）を増大することが最も効果的であること

がわかった 2),3)。また，主筋強度を増大すれば，

部材幅が壁厚と同じであってもせん断強度が増

大するし，部材幅の影響はほとんど見られない

ことも明らかとなった4)。しかし，中間部材は地

震時には交差したひび割れが生じる。昨年度ま

での実験は一方向単調載荷であり，実際の地震

時とは載荷条件が異なる。このため，せん断強

度に及ぼす繰返しの影響を検討する必要がある

と考え，中間部材の繰返しせん断力載荷実験を

行った。本論文は，これらの実験の結果につい

て述べるものである。

2. 実験概要

2.1 試験体

　試験体は，図－１に示すような連層・連スパ

ン耐震壁のせん断破壊の恐れが大きい部分の中

間部材に着目し，実物の約1/3縮尺モデルの要素

試験体とした。図－２に試験体形状を，表－１

に試験体一覧を示す。試験体の壁筋比は，いず

れの試験体とも 0.32%であり，壁板が先に破壊

しないように壁厚を100mmとした。試験体には

I(IW)a-b-c-dの記号を付けている。Iは部材幅が

壁厚の 2倍，IWは部材幅が壁厚と同じ，aはコ
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ンクリートシリンダー圧縮強度の値（MPa），b

は主筋比の値（%），c はせん断補強筋比の値

（%），dは軸方向応力度の値（MPa），CRは正負

繰返し載荷をそれぞれ示している。主筋比およ

びせん断補強筋比は，それぞれ0.8%および0.2%

を基準とした。実験は，主筋および部材断面形

状を変動因子としたシリーズ，主筋および部材

（１）コンクリート （２）鉄筋

σB:シリンダー圧縮強度（MPa）

Ec：ヤング係数（GPa）

a：断面積（cm2），　σy：降伏点強度（MPa）

σu：引張強度（MPa），ε：伸び（%）

表－２　材料の力学的性質

Section Thickness Reinforcement
(mmxmm) (mm) (MPa)

IW27-2.4-0.6-0CR   4-D13 (p g =2.4%)

IW27-4.0-0.6-0CR 6-D13 (p g =4.0%) D6@100mm
I21-3-0.6-0CR   10-D13 (p g =3.2%) (p s =0.32%)

I28-1-0.6-0CR single layer
I28-1-0.6-2CR 2

axial
loadSpecimen

Intermediate Member Wall
Longitudinal Transversal

Reinforcement Reinforcement

200x200

100x200

(p g =1.1%) 6-D10

100
0

D6@50mm (p w =0.64%)

D6@100mm (p w =0.64%)

表－１　試験体一覧

pg=主筋比，pw＝帯筋比，ps＝壁筋比

：ゲージ貼付位置

（寸法単位：mm）

図－２　試験体形状およびゲージ貼付位置

図－１　せん断破壊の恐れがある付帯ラーメン

　　　　部分

Specimen σB E C

IW27-2.4(4.0)-0.6-0CR 26.9 28.4
I21-3-0.6-0CR 20.8 25.9

I28-1-0.6-0(2)CR 28.4 28.1

軸方向力を変動因子としたシリーズを計画した。

表－２に，使用した材料の力学的性質を示す。

2.2 加力方法

　加力方法は図－３に示すような方法とした。

図－３に示すように，試験機により剛梁に部材

軸方向力を載荷した。その後，加力装置に設置

した 2台の油圧ジャッキ（引き最大 245kN，押

：せん断破壊の恐れのある部分

Bar a σｙ σu ε
D6 0.32 429 522 19.9
Ｄ10 0.71 375 528 21.6
D13 1.27 360 502 18.9

30
0

60
0

30
0

1,
20
0

400

100

40
0

300 200 200 200 300
1,200

10
0

10
0

20
0

-560-



し最大 490kN）にて手動により水平荷重を載荷

し，図－４に示す反力の作用により，試験体に

逆対称の力を作用させた。本実験では，壁板の

引張破壊で耐力が決まらないように中間部材方

向の剛梁とそれに直交する方向の剛梁とは中間

部材方向をルーズホールにしたピン接合で，中

間部材方向の伸びを拘束せずそれと直交方向を

拘束する方法を採用した。そのため本実験では，

図－４のような変形となり，中間部材と直交方

向の伸びが拘束された場合を対象としたものと

なっている。

2.3 測定方法

　測定方法は図－５に示す高感度変位計により，

中間部材の水平（材軸と直角方向）および鉛直

図－５　測定装置

（材軸方向）の各変形を測定した。また，図－２

に示すように，想定破壊線位置にゲージを貼付

して，鉄筋のひずみを測定した。荷重，変形お

よび鉄筋のひずみの測定は，ひずみ測定器によ

りパソコンに記録した。また，破壊状況につい

ては，目視および写真撮影により記録した。

3. 実験結果

　図－６に，各試験体の水平荷重 Q（＝左右

ジャッキの載荷荷重の和）と中間部材の部材角

R（＝材軸と直角方向変位/柱内法高さ）との関

係，中間部材の軸方向平均ひずみ εvと Rとの関

係および実験終了時の破壊状況を示す。

　荷重を徐々に載荷していくと，壁板に斜め45

図－３　載荷装置
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図－４　作用荷重と変形状況
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図－６　各試験体の水平荷重Qと中間部材の部材角Rとの関係，中間部材の軸方向平均ひずみ εvと

Rとの関係および実験終了時の破壊状況

0

0.5

1

1.5

2

-3 -2 -1 0 1 2 3

R(%)

εv (%)

0

0.5

1

1.5

2

-3 -2 -1 0 1 2 3

R(%)

εv (%)

0

0.5

1

1.5

2

-3 -2 -1 0 1 2 3

R(%)

εv (%)

0

0.5

1

1.5

2

-3 -2 -1 0 1 2 3

R(%)

εv (%)

IW27-2.4-0.6-0CR

-600

-400

-200

0

200

400

600

-3 -2 -1 0 1 2 3

R(%)

Q(kN)

Q max=295(kN)

Q min=-305(kN)

IW27-4.0-0.6-0CR

-600

-400

-200

0

200

400

600

-3 -2 -1 0 1 2 3

R(%)

Q(kN)
Q max=392(kN)

Q min=-360(kN)

I21-3-0.6-0CR

-600

-400

-200

0

200

400

600

-3 -2 -1 0 1 2 3

R(%)

Q(kN)

Q min=-488(kN)

I28-1-0.6-0CR

-600

-400

-200

0

200

400

600

-3 -2 -1 0 1 2 3

R(%)

Q(kN)

Q min=- 35 8(kN)

Q max=373(kN)

I28-1-0.6-2CR

-600

-400

-200

0

200

400

600

-3 -2 -1 0 1 2 3

R(%)

Q(kN)

Q min=- 446 (kN)

Q max=3 98 (kN)

-0.5

0

0.5

1

1.5

2

-3 -2 -1 0 1 2 3

R(%)

ε v (%)

-562-



度方向のせん断ひび割れが発生するが，そのひ

び割れの進展は中間部材の境界部または部材の

主筋位置で一旦止まった。その後，柱にせん断

ひび割れが発生し，壁板および柱にひび割れが

続発することにより最大耐力に達した。主筋比

が3%の試験体に関しては，試験機の性能以上の

耐力となってしまったため正側の最大耐力の測

定ができなかった。梁断面形状に関わらず主筋

比が増大すると，最大耐力も増大する傾向が見

られた。また，軸方向力が増大すると，耐力が

上昇する傾向が見られた。中間部材軸方向平均

ひずみ εvと Rとの関係によると，所定の軸方向

力を載荷した試験体では，軸方向力載荷後に軸

方向圧縮ひずみが生じている。その後の水平力

の載荷により，中間部材に変動軸力が作用する

ため，徐々に伸びひずみが増加するが，中間部

材にせん断ひび割れが生じると，急激な伸びひ

ずみが生じていることから，中間部材の主筋量

や軸方向力などの影響が大きいことが伺える。

　図－７に中間部材の部材角 Rと各補強筋のひ

ずみεg,εw,εsとの関係の一例を示す。これらによ

ると，最大荷重以前に主筋が降伏していること

から，主筋の能力が十分に発揮されていること

がわかる。また，壁横筋は，ひび割れ直後急激

に降伏しているのに対し，帯筋は降伏ひずみま

では達しておらず，その能力はまだ十分発揮さ

れていない。部材に軸方向力が載荷されている

場合については，帯筋の伸びが少なくなる傾向

がみられた。このことからも，中間部材の主筋

量や軸方向力などの影響が大きいことが伺える。

：降伏ひずみ　　▼：最大荷重

図－７　中間部材の部材角 Rと各補強筋のひずみ εg,εw,εsとの関係の一例
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表－３　実験結果一覧

Qcr:初期ひび割れ荷重(kN)，Rcr:初期ひび割れ部材角(%)

Qu:最大水平荷重(kN)，Ru:最大荷重時の部材角(%)

asσys : 壁横筋降伏強度(kN)，Qcu:中間部材最大水平荷重実験値(kN)（=Qu－ asσys)

calQcu:終局強度算定式 5)による中間部材せん断強度算定値(kN)

また，表－３に実験結果一覧を示す。中間部材

の最大水平荷重実験値Qcuは，壁横筋が最大水平

荷重に達する以前に降伏していることから，最

大水平荷重Quの小さいほうから壁筋の引張強度

asσys(as：壁横筋全断面積，σys ：壁横筋の降伏強

度)を差し引いて求めたものである。現在のとこ

ろ，耐震壁に挟まれている中間部材のせん断強

度を適切に評価する方法が確立されていないた

め，本研究では終局強度算定式 5)により中間部

材の算定値 calQcuを求めた。これらによれば，中

間部材のせん断強度の評価には，主筋強度や軸

力の影響を取り入れる必要があると思われる。

4. 結論

　中間部材の正負繰返しせん断力載荷実験を

行った結果，以下のことがわかった。

1)梁断面形状に関わらず主筋比が増大すると，

最大耐力も増大する傾向が見られた。

2)軸方向力が増大すると，耐力が上昇する傾向

が見られた。

3)一方向載荷と同様に繰返し載荷実験でも，中

間部材のせん断強度には，主筋量や軸方向力

などの影響が大きく，せん断強度の評価には

これらの影響を考慮する必要がある。

　なお，中間部材と直交方向の伸びが拘束され

ない場合については今後の課題である。
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Analysis
Wall Rein.

R cr Q u R u Q u R u a s σ ys

IW27-2.4-0.6-0CR 71 0.03 295 0.50 -305 -0.25 82 213 162
IW27-4.0-0.6-0CR 60 0.02 392 0.75 -360 -0.50 82 278 162

I21-3-0.6-0CR 120 0.03 - - -488 -0.70 82 406 302
I28-1-0.6-0CR 129 0.01 373 0.50 -358 -0.75 82 276 328
I28-1-0.6-2CR 140 0.02 398 1.50 -446 -1.00 82 316 328

Maximum
cal Q cu
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Q cr

MinimumFirst crack
Q cu
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